
環境マネジメントマニュアル

令和３年４月

〔目次〕

１ 環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

２ 環境方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5

３ マネジメント対象・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6

４ 部局室の環境目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

５ 環境目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

６ 環境関連法規制等の把握・順守状況の確認・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

７ 教育・訓練・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20

８ コミュニケーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

９ 文書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

１０ 緊急事態への準備、対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

１１ 環境監査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22

１２ 改善・予防・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25

１３ 市長の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26

巻末１ 書式（緊急事態対応手順書・緊急事態訓練記録・緊急事態対応記録・改善記録）

巻末２ 環境関連法規制等一覧

巻末３ 紙資源分別の手引き





つまり、市役所の業務の中で、環境にやさしい取り組みを効果的かつ継続的

に行っていくための仕組みで、日常業務ではおろそかにしてしまいがちな環境

配慮について、目標を立てたり、研修を行ったり、取組状況の監査を行ったり

します。英語の名称である Environmental Management System の頭文字をと

って、通称『ＥＭＳ』と呼びます。

川越市では、平成 22 年度末までＥＭＳの国際規格である ISO14001 の認証を

受けていましたが、現在は認証を返上し、川越市独自のシステムを運用してい

ます。川越市ＥＭＳの運用は「川越市良好な環境の保全に関する基本条例」の

第 26 条に基づいています。

（１）川越市ＥＭＳの目的

・環境負荷の低減

・汚染、事故の防止

・地域、住民に対する信頼性の向上

（２）システムの適用範囲

１ 環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）とは

【定義】

組織や事業者が、その運営や経営の中で自主的に環境保全に関する取組を進めるにあたり、

環境に関する方針や目標を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいくための体制・

手続き等の仕組み。（環境省ＨＰより）

川越市良好な環境の保全に関する基本条例

（環境管理等）

第 26 条 市は、自らが環境管理（環境の保全に関する目標等を定めた行動計画を作成し、実

行し、見直す等の一連の取組をいう。以下同じ。）及び環境監査（環境管理の状況に

ついての監査をいう。以下同じ。）を実施するとともに、事業者の自主的な環境管理

及び環境監査が促進されるように、必要な措置を講ずるように努めるものとする。

項目 適用範囲

適用者

・全職員（臨時職員、会計年度任用職員を含む）

・本市の委託業務を行う事業者

・本市の施設を使用する個人及び団体

対象施設
・全ての川越市の施設

・川越市が使用している賃貸借等の施設

適用業務
市長、市議会、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、

農業委員会、上下水道事業の各部局室及び消防組合の業務



（３）システムの運用方法

市長が定める「川越市環境方針」を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルを活用し運用

します。

〔ＰＤＣＡサイクルイメージ図〕

（４）システムの運用体制

市役所における最高責任者である市長を筆頭としたトップマネジメントを

採用しています。

〔運用体制イメージ〕

川越市環境方針

P（計画）

・公共施設の全体目標

・部・局・室の環境目的

・所属の環境目標

C（点検・是正）

・取組の進行管理

・環境監査

A（見直し）

市長による見直し

D（実行）

各所属での取組

研修・訓練

市長

副市長

環境監査

環境推進会議

部局室長

所属長

エコ推進員



〔役割〕

責任者 役割

市長

１．環境方針を決定し、必要に応じて見直しを行う。

２．１年に１回システムの見直しを行う。

３．システムを確立、実施、維持していくために必要な人員、専門的な技能、

技術及び予算等を確保する。

４．システム適用範囲全体の目標等を決定する。

５．環境監査員を辞令により任命する。

６．環境監査の計画を承認し、結果の報告を受ける。

７．その他必要な報告を受け、対応を指示する。

環境部所管

副市長

市長を補佐し、市長に事故のあるとき又は市長が欠けたときは、その職務

を代行する。

環境

推進会議

１．システム適用範囲全体の目標等について検討し、市長に報告する。

２．システムの運営状況等について確認、必要に応じて対応を検討し、市長

に報告する。

３．市長の見直しに必要な情報を集約・検討し、市長に提供する。

環境部長

１．システムの確立、実施、維持及び管理に関わる事務を所掌する。

２．システムの運営状況等を市長及び環境推進会議に報告する。

３．必要に応じて環境推進会議を招集する。

部局室長

１．部局室の環境マネジメントを統括する。

２．部局室の環境目的を定め、部局の所属長に環境目標の設定を指示する。

３．部局室の進行管理状況、法規制等の順守状況を点検する。

４．改善記録を確認し、対応を指示する。また、環境部長に報告する。

５．緊急事態を予防、緩和する。緊急事態に対応し、環境部長に報告する。

６．環境監査の指摘事項について、関係所属長に対処を指示し、対処を確認

したのち、環境統括監査員へ報告する。

所属長

１．所属の環境マネジメントを統括する。

２．所属の環境目標を設定する。

３．所属の進行管理状況、法規制等の順守状況を点検する。

４．システムに関する事項について、システム適用者に伝達する。

５．改善記録を作成し、対応を実施するとともに、部局長に報告する。

６．緊急事態が発生又は発生のおそれがあると認められる場合、応急の措置

を講じ、部局長に報告する。

７．環境監査に対応し、指摘事項について部局長の指示を受けて対処し、結

果を部局長に報告する。

エコ推進員

（各所属）

１．所属長とともに所属の環境マネジメントを推進する。

２．所属長とともに環境監査に対応する。

エコ推進員

（筆頭課）

１．部局室長とともに部局室の環境マネジメントを推進する。

２．部局室の各所属の環境目標、進行管理、改善記録等の取組についてとり

まとめ、部局室長に報告する。

３．部局室の環境監査に対応する。



（５）年間スケジュール

責任者 役割

環境

統括監査員

１．環境監査を統括する。

２．環境監査計画を策定し、市長の承認を得る。

３．環境監査に必要な情報を取得する。

４．環境監査対象が環境監査規程に定められた監査の要求事項を満たしてい

るかを確認する。

５．環境監査結果について遅滞なく被監査部局室長に報告する。

６．環境監査結果について、市長及び環境部長に報告する。

環境監査員

１．環境監査計画に基づき、実施のための詳細な計画を立てる。

２．監査の結論に達するための十分な監査証拠を収集し、解析する。

３．環境監査結果をとりまとめる。

事務局

（環境政策課）

１．システムを運用する。

２．部局室の事務を支援する。

P 計画 D 実行 C 点検 A 見直し その他

4 月 所属の環境目標設定 取組

5 月

6 月
令和 2 年度

結果集計

7 月
環境監査員

辞令交付

8 月
環境推進会議

（市長の見直しに係る情報等） 市長の見直し

9 月

報告書発行

次年度

予算編成

10 月 環境監査

～2 月 （環境方針見直し）

3 月

・令和 4 年度の部局室の

環境目的設定

・環境推進会議

（令和 4 年度目標設定）

4 月 所属の環境目標設定



システムの目的を達成するため、市長は環境方針を定めます。

２ 環境方針

川越市環境方針

【基本理念】

川越市は、現在の環境を保全し、さらにより良い環境を創造して、次の時

代を生きる私たちの子孫に引き継いでいかなくてはならないと認識します。

近年、地球温暖化は、人類の生存基盤に係る最も重要な環境問題の一つと

なっています。また、私たちの生活に影響が大きいエネルギー問題への関心

が高まっており、これまでにも増して地域の自然的・社会的条件に応じた、

実効性のある取組が不可欠となっています。

よって、川越市は、地域の環境の保全とより良い環境の創造に向けて率先

して行動し、その取組を地域全体に広げていくことによって、環境への負荷

の少ない持続的発展が可能な社会を構築していきます。

【基本方針】

川越市は、環境に影響を与える要因を継続的に改善することによって、環

境に配慮した自治体であることをめざします。

１ 事務・事業の重要性や、それらが環境に与える様々な影響を十分認識し

た上で、適切な環境配慮を行います。特に、エネルギー使用の合理化と環

境負荷の低減を図ります。

２ システムの継続的な改善及び適切な管理と事故への備えによる環境汚

染の予防に努めます。

３ 環境に関する法規法令、条例、協定その他の合意事項を順守するととも

に、自ら定めた環境への取組を率先して進めます。

４ 環境基本計画などの各種計画に従って、技術的・経済的に可能な範囲で

達成すべき目的及び目標を定めます。

また、取組の成果を内外に公表し、意見を反映させることによって、目

的及び目標の見直しを図ります。

５ 全職員・本市の委託業務を行う事業者・本市の施設を利用する個人及び

団体に、継続的に教育・訓練を行います。

６ 基本理念、基本方針を踏まえて全職員が環境に配慮した活動を行うとと

もに、本市の委託業務を行う事業者・本市の施設を利用する個人及び団体

に協力を求めていきます。



以下の計画や環境にプラスの影響を与える取組が推進され、環境にマイナス

の影響を与える要因が軽減されるよう、年度ごとに目標を設定し、進捗管理を

行います。

（１）環境関連計画

①第三次川越市環境基本計画

市の環境業務全般の計画です。

②第五次川越市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

地球温暖化対策として、市の職員が行うべき取組と温室効果ガス排出削減目

標を定めた計画です。

③その他、環境に関する計画等の実施状況を管理します。

（２）環境に影響を与える市の業務

川越市の事務・事業において、環境に特に大きな影響を与える要因を、以

下のとおり特定します。これらを改善するために、目的・目標を設定します。

①環境にプラスの影響を与える要因

②環境にマイナスの影響を与える要因

３ マネジメント対象

環境施策

・環境教育、学習の機会提供

・次のような環境に配慮した施策の実施（地球温暖化対策、ご

みの減量、交通渋滞の解消、水辺・みどりの保全など）

公共工事

・水辺、みどりの創造

・材料の地産地消

・省エネルギー機器の導入

・再生可能エネルギーの利用など

事務

・次のものを使用すること（紙・水・化石燃料などの資源、電

力などのエネルギー、使い捨ての物品、廃棄時に有害物質を

放出する物品）

・廃棄物の発生

施設管理
・機器の運転による騒音、排ガスの発生

・事故

公共工事
・自然環境の破壊

・廃棄物の発生



各部局室長は、環境方針を踏まえ、事業の独自性を考慮した環境目的を定め

ます。

また、部局室の環境目的を達成するための環境目標を作成するよう各所属に

指示します。

〔部局室の環境目的一覧〕

４ 部局室の環境目的

秘書室

当室では、環境部と連携を図りながら市長の環境施策を推進し、環境への

負荷の少ない地域社会を構築していく。

また、全職員が日常業務全般にわたり、環境への意識向上に努める。

１ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、実践し、

他の模範となるように日常業務の中で、環境配慮に取り組み、当室で立

てた目的及び目標を達成できるよう行動する。

２ 職員の環境に配慮した取り組みを来庁者へ積極的にＰＲし、市民の環境

への配慮の促進を図る。

３ 両面コピーの徹底とミスコピー用紙の再利用を図る。

４ 昼休みやノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣と

なるよう努める。

広報室

当室では、広報紙作成、市勢要覧作成、地図作成等、紙類を使用する機会

が多いため、資材、部数等の適正化を図り、環境への負荷低減に努める。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、室の環境目的に

基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むと

ともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境へ

の意識向上に努める。

１ 資源ごみ分別・整理を徹底し、ごみの減量化に努める。

２ 昼休みやノー残業デーにおける不必要な照明の消灯、パソコンの電源切

断等、電力使用量の削減に努める。

３ 必要最小限の資料作成、両面コピー、ミスコピー用紙の再利用等に努め、

紙使用量の削減に努める。

４ 取材、出張等には公用車の使用を控え、自転車、公共交通機関等を積極

的に利用する。公用車を使用する場合には、エコドライブの推進及びア

イドリングストップを心掛け、二酸化炭素排出削減に努める。

５ 広報紙には、「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入

ガイドライン」に基づき、環境に配慮した紙及びインキを使用する。

６ 職場会議を通じて、職員の環境への意識向上を図るとともに、環境に配

慮した取組を推進する。



防災危機管理室

当室では、職員が環境の保全に関する行動をそれぞれの責務に応じた役割

分担及び協働の下に積極的に行う。

また、川越市良好な環境の保全に関する基本条例及び第三次川越市環境基

本計画に基づき環境への配慮に努めるとともに、本市環境マネジメントシス

テムを活用し、取組の継続的改善に努める。

１ 環境マネジメントシステムを理解し、自覚と責任を持って環境配慮に積

極的に取り組む。

２ 電力使用量及び紙使用量の削減を図るため、事務の効率化を図る。

３ 資源ごみの分別・整理を徹底する。

４ 物品購入の際には梱包を最小限にし、可能な限り環境配慮物品を購入す

る。

５ 公共機関を適切に利用し、公用車の利用の際はエコドライブの実践に努

める。

６ ノー残業デーの実施を徹底し、エネルギーの削減に努める。

総合政策部

当部では、第四次川越市総合計画の将来都市像の実現に向けて、本市環境

マネジメントシステムを活用し、取組の継続的改善に努める。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、部の環境目的に

基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むと

ともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境へ

の意識向上に努める。

１ 資料の作成における出力方法の工夫や配布部数の見直し、裏紙の有効利

用等により、紙の使用量節減に努める。

２ 川越市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づき、事務事業等に

伴う温室効果ガス排出量を削減するとともに、グリーン購入等の推進を

図り、地球温暖化防止に努める。

３ 昼休みやノー残業デーにおける不必要な照明の消灯やパソコンの電源を

切る等の節電を徹底し、電力使用量の削減及び業務の効率化を図る。

４ 出張時には自転車や公共交通機関を積極的に利用するとともに、公用車

を使用する際はエコドライブの実践に努める。

総務部

当部では、職員が環境の保全に関する行動をそれぞれの責務に応じた役割

分担及び協働の下に積極的に行う。

また、川越市良好な環境の保全に関する基本条例及び第三次川越市環境基

本計画に基づき環境施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、本市環境

マネジメントシステムを活用し、取組の継続的改善に努める。

１ 環境マネジメントシステムを理解し、自覚と責任を持って環境配慮に積

極的に取り組む。

２ 電力使用量及び紙使用量の削減を図るため、事務の効率化を図る。

３ 資源ごみの分別・整理を徹底する。

４ 物品購入の際には梱包を最小限にし、可能な限り環境配慮物品を購入す



る。

５ 公共交通機関を適切に利用し、公用車の利用の際はエコドライブの実践

に努める。

６ 環境マネジメントシステムに関する職員研修を推進する。

７ 環境への負荷低減を図るため、文書の電子化を推進する。

財政部

当部では、職員一人ひとりが「川越市環境方針」を十分認識した上で、日

常業務全般にわたり、環境に配慮した行動に心掛けるとともに、職員同士の

円滑な意思疎通により、環境に対する意識の向上に努める。

また、本市環境マネジメントシステムを活用し、事故の未然防止や環境負

荷の低減に配慮した取組を継続的に努める。

１ 予算編成時においては、環境への取組の重要性を考慮し、その編成にあ

たるよう努める。

２ 不必要な照明の消灯やパソコンの電源を切る等の節電を徹底し、電力使

用量の削減及び業務の効率化を図る。

３ 資源ごみの分別・整理を徹底し、ごみの減量化に努める。

４ 事故を未然に防止するため、環境設備の適正な管理を行う。

５ 公用車の導入及び買換えの際には、九都県市指定低公害車等（ハイブリ

ッド自動車、電気自動車等）への転換に努め、温室効果ガスの排出量の

削減を図る。

６ 自転車や公共交通機関を適切に利用するとともに、公用車を使用する際

はエコドライブの実践に努める。

市民部

当部では、業務上、市民と接する機会が多いことから、市民の模範となる

よう率先して環境配慮を行うとともに、市域に向けて積極的に環境に関する

ＰＲを行う。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、部の環境目的に

基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むと

ともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境へ

の意識向上に努める。

１ 市民センター等の出先機関において、環境啓発ポスター等を掲示し、市

民の環境への配慮を促進する。

２ 市民の環境に関する意見・苦情等については、市の対応について関係各

課と連携を図る。

３ 川越市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づき、事務事業等に

伴う温室効果ガス排出量を削減し、地球温暖化防止に努める。

４ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、実践し、

他の模範となるように日常業務の中で、環境配慮に取り組み、当部で立

てた目的及び目標を達成できるよう行動する。

５ 昼休み及びノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣



となるよう努める。

６ 自動車の使用を出来る限り少なくし、使用する場合には効率的な運行を

心がける。

７ 両面コピーの徹底とミスコピー用紙の再利用を図る。

文化スポーツ部

当部では、指定管理者をはじめ文化芸術やスポーツ及び国際交流に関わる

団体と密接に関わっていることから、全職員が「川越市環境方針」を十分認

識し、本市の環境に配慮した取り組みを関係団体へも幅広く周知していく。

また、所管する施設についても本市の環境マネジメントシステムを活用し、

効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むように周知していく。

１ 職員一人ひとりが、環境に対する意識を持ち、環境に配慮した取り組み

を実践する。

２ 所管する施設の指定管理者へも「川越市環境方針」を周知し、職員の環

境に対する意識啓発と意識の向上を図るとともに、エネルギー管理を徹

底し温室効果ガスの削減に努めるよう指導する。

３ 各種イベント開催の際は、環境配慮を織り込み、環境への負荷低減を図

るとともに、参加者への普及及び啓発を行う。

４ 昼休みやノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣と

なるよう努める。

５ 環境について学習する機会の充実や場の整備を図る。

６ 必要最小限の資料作成、両面コピー、両面印刷を徹底する。

福祉部

当部では、次の世代に良好な地球環境を残すため、率先して環境配慮に取

り組むとともに、本市環境マネジメントシステムを活用し、取組の継続的改

善及び事故の未然防止に努める。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、部の環境目的に

基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むと

ともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境へ

の意識向上に努める。

１ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、実践し、

他の模範となるように日常業務の中で、環境配慮に取り組み、当部で立

てた目的及び目標を達成できるよう行動する。

２ 昼休み及びノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣

となるよう努める。

３ 出張の際には、公共交通機関及び自転車を積極的に使用し、公用車を使

用する場合には、エコドライブの実践に努める。

４ 各種イベント開催の際は、環境配慮を織り込み、環境への負荷低減を図

るとともに、参加者への普及及び啓発を行う。

５ 常にペーパーレスを意識し、会議資料の電子化、必要最小限の資料作成、

両面コピー、両面印刷の徹底等、紙資源の節減に努める。



６ 外郭団体、指定管理者等に対し、環境に配慮した取組について協力を求

めていく。

こども未来部

当部では、次代を担う子どもたちが健やかに育つことのできる良好な地球

環境を未来に引き継ぐため、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上

で、部の環境目的に基づき、市民や関係機関の模範となるよう率先して環境

配慮に取り組んでいく。

１ 資源ごみの分別・整理を徹底する。

２ 必要最小限の資料作成、両面コピー、両面印刷を徹底する。

３ ノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう

努める。

４ 出張の際には、公共交通機関及び自転車を積極的に利用し、公用車を使

用する場合には、エコドライブの実践に努める。

５ 各種イベント開催の際は、環境への負荷低減を図るとともに、参加者へ

の普及及び啓発を行う。

６ 「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入ガイドライ

ン」に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。

７ 子どもたちの環境を大切にする心を育むため、自然を身近に感じる機会

の提供に努める。

保健医療部

当部では、環境衛生の向上を図るための施策等を展開する。

また、部内全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、部の環境目

的に基づき、日常業務全般にわたり効率的かつ効果的な環境配慮に取り組む

とともに、環境に配慮した取組についての会話が自然となされるような風土

を職場に形成するよう努める。

１ 地域へ出張した際に市の環境に配慮した取組を紹介するとともに、市民

等による取組についても協力を求めていく。

２ 許認可申請者（事業者）に対し、市の環境に配慮した取組を紹介すると

ともに、事業者自身による取組についても協力を求めていく。

３ 出張に際しては、エコドライブや乗合乗車を推進するほか、公共交通機

関や自転車を積極的に利用して自動車使用の削減に努める。

４ 部内会議の際に、環境に配慮した取組の実施について取り上げる。

環境部

当部では、本市環境マネジメントシステムの基本方針「環境に影響を与え

る要因を継続的に改善することによって、環境に配慮した自治体であること

をめざします」に基づき、以下のとおり環境配慮を行う。

１ 「川越市良好な環境の保全に関する基本条例」及び「第三次川越市環境

基本計画」等に基づき、環境施策を総合的かつ計画的に推進する。その

推進にあたっては本市環境マネジメントシステムを活用し、取組の継続

的改善及び事故の未然防止に努める。



１）「第三次川越市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づき、市

域から排出される温室効果ガス排出の抑制を図る。

２）環境に与える影響が大きいと考えられる東清掃センター・資源化セ

ンター等の出先機関については、市の管理組織による適切な運用・管

理のもと、環境配慮を行う。

３）市民の安全・安心な暮らしを守るため、大気・水質等の監視を基に、

事業者に対し環境関連法規制等について、適切な指導・管理を行い、

環境汚染の未然防止を図る。

４）福島第一原子力発電所事故の影響による放射線から市民の健康を守

るため、市内の大気中放射線量の定期的な測定を実施する。

５）出前講座及び環境イベント等において、環境に関する情報を発信し、

市民等の環境への意識向上を図る。

６）「川越市環境行動計画」に基づき、市民・事業者・民間団体が自主的

に行う環境保全活動を支援するとともに、各主体の協働による取組を

推進する。

７）全職員が環境に配慮した取組を率先して行うとともに、環境管理協

力団体にも協力を求めていく。

８）『川越市グリーン購入基本方針』及び『川越市グリーン購入ガイドラ

イン』に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。

９）エネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう努める。

２ リデュース・リユース・リサイクルの３Ｒを基本として、ごみの減量・

資源化を図るとともに、「川越市一般廃棄物処理基本計画」に基づいた適

切な廃棄物処理を推進する。

３ 「川越市路上喫煙の防止に関する条例」に基づき、市民等の身体及び財

産の安全の確保並びにたばこの吸い殻の散乱の防止を図る。

４ 急速に進む地球温暖化を防止するため、総合的かつ計画的に対策を講じ

ていく。

１）「川越市地球温暖化対策条例」に基づき、総合的かつ計画的に対策を

講じるとともに、「第三次川越市地球温暖化対策実行計画（区域施策

編）」に基づき、市・市民・事業者等の温暖化防止に関する取組を推

進する。

２）「川越市緑の基本計画(平成 28 年 3 月改定版)」に基づき、緑の保全及

び緑化の推進を図る。

産業観光部

当部では、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、部の環境目

的に基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組

む。また、各種イベント参加者や市内事業者への環境に対する一層の意識の

向上を図る。

１ 各種イベントを実施する際は、エコチャレンジイベントの認定を受け、

環境に配慮し、環境への負荷低減を図るとともに、参加者の環境に対す



る意識の向上及び啓発を図る。

２ 各種事業に際し、農地等の周辺環境に配慮し行うように指導、啓発に努

める。

３ 「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入ガイドライ

ン」に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。

４ ノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう

努める。

５ 出張の際には、公共交通機関及び自転車を積極的に利用し、自動車を利

用する場合は、効率的な運行を心がける。

６ 必要最小限の資料作成、両面コピー、両面印刷を徹底する。

都市計画部

当部では、第四次川越市総合計画及び川越市都市計画マスタープランに基

づき自然や文化などに配慮し、総合的かつ計画的に地域の実情に応じた人と

環境にやさしいまちづくりを推進する。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識したうえで、部の環境目的

に基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組む

とともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境

への意識向上に努める。

１ 「川越市都市計画マスタープラン」に基づき、市民参加による環境にや

さしいまちづくりを検討する。

２ 市内の交通渋滞の緩和を図り、沿線地域の生活・経済環境を改善し、地

域の防災機能の向上を図るため、広域幹線道路整備を推進し、人と環境

にやさしい交通体系を構築する。

３ 景観に配慮したまちづくりを推進するため、景観法に基づいた景観計画

の運用や屋外広告物の適正化を図る。

４ 都市と自然環境との調和を図りつつ、緑や水を取り込んだ環境の保全に

配慮した公園整備を推進する。

５ 環境に関わる法律を順守し、工事の実施にあたっては環境に配慮する。

６ 開発行為等を行う事業者に対して「川越市開発行為等指導要綱」等で、

環境配慮、開発区域周辺住民の安全性確保等を指導するとともに、環境

への負荷軽減を図る。

７ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、実践し、

他の模範となるように、日常業務の中で、環境配慮に取組み、当部で立

てた目的及び目標を達成できるよう行動する。

８ ノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう

努める。

９ 職場会議等を通じて、職員の環境への意識向上を図るとともに、環境に

配慮した取組みを推進する。

10 公共交通機関及び自転車の積極的な利用に努める。



建設部

当部では、公共工事における環境配慮指針等に基づき、環境に配慮した公

共工事を推進するとともに、本市環境マネジメントシステムを活用し、取組

の継続的改善に努める。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、部の環境目的に

基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むと

ともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境へ

の意識向上に努める。

１ 事前に関係部署と協議し、環境に配慮した公共事業を推進する。

２ 公共事業を行う事業者に対し、市の環境に配慮した取り組みを説明し、

協力を求める。

３ 公用車を使用する場合には、エコドライブの推進及びアイドリングスト

ップを心がけ、環境への負担の低減に努める。

４ 小仙波庁舎の使用について職員一人ひとりが、自覚と責任を持って日常

業務の中で環境配慮に取り組み、行動する。

５ ノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう

努める。

会計室

当室では、環境配慮物品の購入に努めるとともに、本市環境マネジメント

システムを活用し、取組の継続的改善に努める。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識し、環境への意識向上に努

め、日常業務全般にわたり、実効性のある取り組みを行う。

１ 「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入ガイドライ

ン」に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。

２ 職員一人ひとりが、自覚と責任をもって環境問題について考え、他の模

範となるよう日常業務での環境配慮に取り組む。

３ ノー残業デーの実施を徹底し、エネルギーの削減に努める。

上下水道局

当局では、次世代に持続可能な水循環を維持していくため、「公共工事にお

ける環境配慮指針」に基づき環境に配慮した公共工事を推進するとともに、

恵まれた川越の自然環境を持続するための施策を推進する。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識し、日常業務全般において

効果的な環境配慮に取り組むものとする。

１ 生活環境の改善、公衆衛生の向上並びに公共用水域の水質保全を図るた

め、公共下水道の整備を実施する。

２ 住宅の屋根に降った雨水を貯留する施設や浸透させる施設に対する補助

金を交付し、雨水の有効利用や湧水の復活を促進する。

３ 事業場排水の監視を強化し、下水道施設の損傷と公共用水域の水質汚濁

の防止に努める。

４ 工事に当たっては、環境に十分配慮し建設副産物のリサイクルを推進す



るとともに、適正な処理に努める。また、工事等に使用する機器につい

ては、環境負荷の低減に配慮した機種の選定を行う。

５ クールビズやウォームビズの取組、昼休みやノー残業デーの不必要な照

明の消灯など、日常業務での環境配慮を徹底し、エネルギー使用量の削

減に努める。

６ 環境負荷の少ない車の導入を推進する。また、エコドライブの実践に努

める。

７ 「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入ガイドライ

ン」に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。

８ 水道管の漏水調査、老朽管の更新を計画的に行い、水資源の有効利用に

努める。

９ 市民向けイベントや上下水道に係るポスター展等を通じて水を大切にす

る意識の向上及び啓発を図る。

議会事務局

当事務局では、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、日常業

務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むとともに、職員同

士のコミュニケーションを積極的に図ることにより環境への意識向上に努

め、環境に配慮した議会運営を目的とする。

１ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、日常業

務の中で、環境配慮に取り組むことにより、当事務局で立てた目的及び

目標を達成できるよう行動する。

２ 川越市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づき、事務事業等に

伴う温室効果ガス排出量を削減するとともに、グリーン購入等の推進を

図り、地球温暖化防止に努める。

３ 昼休みやノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣と

なるよう努める。

４ 出張の際には、公共交通機関を積極的に利用する。

５ 全職員が環境マネジメントシステムを理解し、環境に配慮した取組の率

先実行に繋げるため、環境マネジメントシステムに関する情報の普及、

定着を図る。

６ 環境への負荷低減を図るため、文書の電子化を推進する。

７ 市議会の情報等については、庁内ＬＡＮや市議会ホームページに掲載す

ることで、印刷物の作成を極力控える。

８ 印刷物作成にあたっては、「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市

グリーン購入ガイドライン」に基づき、環境に配慮した紙及びインキを

使用する。

教育総務部

当部では、各種事業を実施することにより発生する環境への影響を、職員

一人ひとりが十分に認識し、「川越市環境方針」に基づき、エネルギー使用の

合理化や環境負荷の低減を図るなど、環境に配慮した行動を心掛ける。



各所属としても継続的な業務改善を推進し、職員の環境意識の向上に努め

るとともに、可能な限り、環境保全などに関する情報提供、啓発活動などの

事業を実施し、市民の環境への意識向上に努める。

１ 公民館の講座等の開催を通じて、市民等の環境に対する意識の向上及び

普及啓発を図る。

２ 環境について学習する機会の充実や場の整備を図る。

３ 職員一人ひとりが、環境に対する意識を持ち、環境に配慮した取組を実

践する。

４ 昼休みやノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣と

なるよう努める。

５ パソコンのスタンバイ機能の活用や不必要な照明の消灯を徹底する。

６ 小さな紙片や、廃プラスチック類の分別について周知・徹底を図る。

７ 必要最小限の資料作成や、プリンタへの打ち出し方法を工夫するととも

に、ミスコピー用紙の再利用に努める。

８ 近距離出張時は、庁用車の使用を控え、自転車を活用する。

９ 遠距離出張時は、公共交通機関を積極的に利用する。

学校教育部

当部では、環境への負荷が大きい学校等の施設において、適切かつ効果的

に環境対策を実施していく。

また、全職員が「川越市良好な環境の保全に関する基本条例」及び「川越

市環境方針」に基づき、市民の手本となる取組を進める中で、より一層環境

意識に対するモラルとモチベーションの向上を目指す。

また、本市の子どもたちが、「わがまち川越」を真に「こころのふるさと」

と実感できるよう、子どもたち一人一人が環境問題を自分のことと捉え、『こ

ころのふるさと わがまち川越』の環境を守ろうとする心と態度の育成を図

る。

１ 二酸化炭素排出量に大きく関係する紙類の廃棄を極力減らすため、職場

における分別を徹底する。また、効率的に事業を展開することで総合的

にゴミを削減する。さらに庁用車のガソリン使用量の削減、こまめな消

灯による電力使用量の削減と業務の効率化を積極的に図る。

併せて、職場の整理整頓を心がけ、環境美化に努める。

２ 各学校において、エコチャレンジスクールの取組を一層推進する。児童

生徒を主体とした環境にやさしい取組を具体的に設定し、その達成を図

る。また、各教科や特別活動、総合的な学習の時間等を通じて環境教育

を実践し、児童生徒の環境に対する意識の向上を図る。

３ 各学校給食センターにおいて、児童生徒、保護者、教職員を対象とした

『食育』を推進するため、「食に関する指導」を充実させる。また、業務

の効率化を推進し、電力、水道使用量の削減を図る。

４ 川越市立教育センターにおいて、市立学校の教職員を対象に「環境教育

研修会」を開催し、環境保全に対する一層の啓発を図る。「地球規模で考



え、足元から実践」という環境教育実践上の心構えを浸透させ、各学校

の環境教育の推進充実を図る。

５ 川越市立教育センター第一分室（リベーラ）において、隣接する入間川

堤防に見られる野草のパンフレットを常備し、来訪者が自然の美しさに

ふれる機会を提供する。

選挙管理委員会事務局

当事務局では、本市環境マネジメントシステムを活用し、取組の継続的改

善に努める。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、日常業務全般に

わたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むとともに、職員同士のコミ

ュニケーションを積極的に図ることにより、環境への意識向上に努める。

１ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、実践し、

他の模範となるように日常業務の中で、環境配慮に取り組み、当事務局

で立てた目的及び目標を達成できるよう行動する。

２ 選挙の実施にあたっては、執務職員及び関係者がごみの分別等の環境配

慮を行うよう周知する。

３ 「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入ガイドライ

ン」に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。

４ ノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう

努める。

監査委員事務局

当事務局では、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、事務局

の環境目的に基づき、日常業務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮

に取り組むとともに、職員同士のコミュニケーションを積極的に図ることに

より、環境への意識向上に努める。

１ 職員一人ひとりが、自覚と責任を持って環境問題について考え、実践し、

他の模範となるように日常業務の中で、環境配慮に取り組み、当事務局

で立てた目的及び目標を達成できるよう行動する。

２ 監査に必要な書類を最小限にし、紙使用量の削減を図る。

３ ノー残業デーにおけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣となるよう

努める。

農業委員会事務局

当事務局では、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、日常業

務全般にわたり、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むとともに、職員同

士のコミュニケーションを積極的に図ることにより、環境への意識向上に努

める。

１ 職員ひとりが、日常業務の中で環境配慮に取り組み、当事務局で立てた

目的及び目標を達成できるように行動する。

２ 「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市グリーン購入ガイドライ

ン」に基づき、環境に配慮した物品等の購入に努める。



３ 必要最小限の資料作成や両面印刷、両面コピー、ミスコピー用紙の再利

用の徹底を図り、紙使用量の削減に努める。

４ 不必要な照明を消灯する等により、電力使用量の削減を図る。

５ 出張の際には、公共交通機関を適切に利用し、公用車の利用の際はエコ

ドライブの実践に努める。

消防組合

当組合では、消火活動や救急活動等の遂行を第一としつつ、消防組合のす

べての事務・事業において環境配慮を実践していく。

また、全職員が「川越市環境方針」を十分認識した上で、組合の環境目的

に基づいて、効率的かつ効果的な環境配慮に取り組むとともに、職員同士の

コミュニケーションを積極的に図ることにより、環境への意識向上に努める。

１ 電力使用量や紙使用量等の削減を図るため、事務の効率化を図る。

２ 緊急車両以外の自動車を使用する際はエコドライブの実践に努め、緊急

車両であっても、緊急走行以外での走行は、エコドライブの実践に努め

る。

３ 出張の際には、公共交通機関の積極的な利用に努める。

４ 物品等を調達する際には、「川越市グリーン購入基本方針」及び「川越市

グリーン購入ガイドライン」を参考に、環境に配慮した物品等の調達に

努める。

５ 環境影響の少ない車両の導入を推進する。

６ 環境汚染につながる事故を予防するため、施設・設備等の適正な管理を

行う。

７ 昼休み及び勤務時間外におけるエネルギー管理を徹底し、毎日の習慣と

なるよう努める。

８ 火災予防啓発を市民等に対して積極的に行い、環境へ大きな影響を及ぼ

す火災を予防する。

９ かけがえのない資源を守り、次世代へ美しい地球環境を継承するため節

水に努める。



（１）公共施設全体の環境目標

公共施設全体の環境目標の指標は、第五次川越市地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）の「エネルギー使用量等の削減目標」の指標と同一とします。

（２）所属の環境目標

所属長は公共施設全体の環境目標及び部局室の環境目的を達成するため、所

属の環境目標を設定します。所属の環境目標は事務・施設管理・公共工事・環

境施策（環境基本計画の目標を含む）等に関するものを設定し、数値で管理で

きるものとします。各所属は四半期毎に進行状況を確認し、各部局室長へ報告

します。

環境関連法規制の把握・順守は環境マネジメントシステムの最も重要な取組

の一つです。環境関連法規制等は別紙一覧を参照してください。

（１）ＥＭＳ事務局

ＥＭＳ事務局は、環境に関連する法規法令、条例、協定、その他の合意事

項等の制定改廃を把握し、必要に応じて全庁または関係部署に周知します。

（２）各所属

各所属は、所属の業務に係る環境に関連する法規法令、条例、協定、その

他の合意事項等を把握し、四半期毎に順守状況を確認し、各部局室長へ報告

します。

５ 環境目標

省エネルギーの推進

電力使用量（kWh）

ガソリン使用量（ℓ）

その他燃料使用量（t-CO2）

省資源の推進
コピー用紙購入量（枚）

水道使用量（㎥）

６ 環境関連法規制等の把握・順守状況の確認



７ 教育・訓練

名称 対象 目的・内容 回数 責任者

職場会議 所属職員 ・環境方針、部局室の環境目的、全体

目標、各所属の目標を理解する

・環境に対する一般的な理解を深める

随時 所属長

新規採用職

員研修

新規採用職員 ・環境方針、部局室の環境目的、全体

目標、各所属の目標を理解する

・環境に対する職員としての責任を自

覚する

1 回以上 総務部長

昇任者環境

問題研修

主任に昇進し

た者

・事務・事業活動の改善が環境保全・

創造に貢献することを理解する

1 回以上 総務部長

環境部長

副主幹、課長

に昇進した者

・事務・事業活動を改善し、環境保全・

創造に貢献するための能力を向上さ

せる

・システムの重要性を認識する

・自らの役割と責任を確認し、システ

ム推進のための能力を向上させる

1 回以上 総務部長

環境部長

教養研修 主事相当職か

ら副課長相当

職の者

・地球環境問題に対する理解を深める 1 回以上 総務部長

環境部長

環境監査員

養成研修

市長が指名す

る職員

・環境監査員として必要な知識を習得

する

1 回以上 総務部長

エコ推進員

全体研修

エコ推進員 ・環境方針、部局室の環境目的、全体

目標、各所属の目標を理解する

・システムに係る各所属の事務を理解

する

1 回以上 環境部長

指導 臨時職員、会

計年度任用職

員

・環境に対する職員としての責任を自

覚する

・職場で実施されている取組を理解し、

実施する

随時 所属長

指導 本市の委託業

務を行う者、

本市の施設を

使用する者

・市の環境に関する取組を理解し、協

力する

随時 所属長

その他研修

等

該当者 その他、職務上の必要に応じて環境に

関連した研修を実施する

随時 所属長



市役所内外に対し情報提供を行ったり、意見等を募集するなどのコミュニケ

ーションを図ったりすることで、システムを継続的に改善していきます。

（１）システム適用者（職員等）

職員意見箱による意見等は広聴課、業務改善提案は行政改革推進課が所定の

手続きをとります。川越市環境推進会議や職場会議で意見交換と意思の疎通を

図ります。

（２）市民、事業者等

各所属は、市の外部機関や業務委託企業等の関係者に、川越市の環境保全・

創造に向けた取組への理解を求めるとともに、必要に応じて指導や協力要請を

行います。

市民意見箱と川越市オンブズマンによる意見等は広聴課、各所属窓口・電

話・電子メール等は担当課、公共工事現場での意見は担当課が対応し、環境に

関する意見・苦情等を記録します。本マニュアル、実施報告書を川越市ホーム

ページで公開し、広く意見を求めます。

川越市文書管理規程に基づいて行います。

（１）各所属

第１ガイドは「環境マネジメントシステム」とし、フォルダは「Ｐ 計画」、

「Ｄ 実行」、「Ｃ 点検」、「Ａ 見直し」の４種類を作成します。保存年限

は原則３年とします。

（２）ＥＭＳ事務局

第１ガイドは「環境マネジメントシステム」とし、第２ガイドは「Ｐ 計

画」、「Ｄ 実行」、「Ｃ 点検」、「Ａ 見直し」の４種類を作成します。必要

に応じて業務ごとのフォルダを作成します。保存年限は原則３年とします。

８ コミュニケーション

９ 文書類



事故や緊急事態の発生が想定され、環境に影響を与える恐れがある業務、施

設・設備等では、万が一事故が起きた際、環境に与える影響を最小限に抑える

ことができるよう、日頃から対応手順を確認し、必要に応じて訓練等を行いま

す。

（１）対応手順

事故や緊急事態の発生が想定され、環境に影響を与える恐れがある業務、施

設・設備等について、「緊急事態対応手順書」を作成します。原則として、環

境に係る事故対応に関する規定が設けられている法律の対象施設を対象とし

ます。

・施設や設備機器類の運転管理に伴い発生が想定される事態

・保管する薬品類の漏洩等により発生することが想定される事態

・その他、各所属における業務の遂行に伴い発生が想定される事態

（２）訓練

事故や緊急事態に対応するため、訓練を「緊急事態対応手順書」に従い１年

に１回実施し、「緊急事態訓練記録」を作成します。

（３）緊急事態発生時

所属長の指示の下に速やかかつ適切に対処し、事故や異常を解消します。「緊

急事態対応記録」を作成し、対応の検証と予防策の立案及び「緊急事態対応手

順書」の見直しを実施します。

システムが有効かつ妥当なものかを定期的に検証します。

１０ 緊急事態への準備、対応

１１ 環境監査

【環境監査規程】

１ 適用範囲

この規程は、川越市環境マネジメントマニュアルに定めるマネジメントの事務・事

業活動及び組織に適用する。

２ 監査の目的

監査は、本市が定めたシステムが適切に構築されており、法的及びその他の要求事

項、マニュアル、環境方針並びに目的及び目標に適合した運用がなされ、有効かつ妥

当なものであるかどうかを検証し、市長によるシステムの見直しに資することを目的



として行う。

３ 環境監査による確認事項

環境監査は、次の事項を確認し、評価及び決定する。

（１）システムが適切に構築されていること。

（２）計画された取り決めに合致していること。

（３）システムが適切に実施・維持されていること。

（４）法規制などが順守されていること。

（５）前回の監査で要改善と判断された事項が改善されていること。

（６）改善効果の確認

４ 監査の種類

定期監査は、システムの適用範囲に含まれるすべての事務・事業活動を対象とする。

随時監査は、特定の部局又は監査項目に焦点を絞って実施する。

また、定期監査においても対象部局、監査項目を特定して実施できるものとする。

５ 監査の頻度

監査は、システムの適用範囲に含まれるすべての事務・事業活動を対象に、少なく

とも毎年１回の定期監査のほか、必要により随時監査を行う。

６ 環境統括監査員及び環境監査員の任命

（１）環境統括監査員は監査委員事務局長の職にある者を充てる。

（２）環境監査員は、次の職にある者及びその他特にシステムの維持運営及び監査の

実施にふさわしい能力を持つと市長が認めた者のうちから、市長が辞令により

任命する。

a) 監査委員事務局の副課長相当の職又は副主幹相当の職にある者

b) 総合政策部政策企画課副課長相当又は副主幹相当の職にある者

c) 総務部総務課副課長相当又は副主幹相当の職にある者

d) 財政部財政課副課長相当又は副主幹相当の職にある者

e) 総務部技術管理課副課長相当又は副主幹相当の職にある者

f) 教育総務部教育総務課副課長相当又は副主幹相当の職にある者

７ 環境統括監査員及び環境監査員の任期

（１）環境統括監査員は監査委員事務局長の職にある限り、任期を継続するものとす

る。

（２）環境監査員の任期は、３年とする。ただし、環境監査の運営上必要な監査員の

任期延長や、やむを得ない理由による解任を妨げない。

（３）環境監査員として任命を受けた者で、課長職に昇任した者は解任する。



８ 環境監査計画

環境監査に係るいずれの計画も、川越市の事務・事業活動の環境上の重要性及び前

回の監査の結果を踏まえて、環境統括監査員が計画し、市長の承認後、被監査部門の

長に通知する。

環境監査の実施に当たり、その年度の年度計画と、監査実施のための具体的な監査

実施計画を立案し、計画及び通知には次の事項を含むものとする。

（１）監査の形式（定期監査・随時監査）

（２）監査の日時

（３）監査の対象部署

（４）監査の範囲

（５）監査の実施方法（書類監査・現場監査）

（６）適用基準

（７）環境統括監査員及び監査員の氏名

９ 監査の実施体制

（１）環境監査を実施する者は、市長が任命し、かつ実施にあたっては被監査部門に

所属しない者とする。

また、環境統括監査員は、監査の事前調整、環境監査、監査の円滑な推進、監

査及び監査チームの統率、監査結果の取りまとめ及び監査報告書の作成に責任を

もつ。

（２）監査を効果的・効率的で、かつ漏れのないようにするため、客観的証拠に基づ

く評価として、環境監査チェックリストに基づいて行う。

10 指摘事項の種類と対応

環境統括監査員は、監査の結果を環境監査員から受け、監査結果に基づく指摘事項

を以下の分類を基本としながら、環境監査員と協議のうえ、各指摘事項を３つに分類

する。

（１）要改善

３（１）～（６）について全部または一部が実施されていない場合

（２）指導

３（１）～（６）について実施されているが内容が不十分な場合

要改善については改善記録を作成し、指導については指導事項一覧を作成する。

環境統括監査員は改善記録と指導事項一覧を被監査部門の長へ報告する。

11 改善の検証

被監査部門の長は、改善記録及び指導事項一覧の内容を点検し、改善のための実施

事項について速やかに対処するとともに、対処した内容を改善報告書に記述し、環境

統括監査員へ提出する。

環境統括監査員は、改善記録の改善内容を確認し、有効性が認められるまで検証を



（１）改善が必要な状態

・環境関連法規制等が順守されていない場合

・環境監査で不適合の指摘を受けた場合

・定められた手順等が守られていない場合

・その他、システム上の問題や不具合が生じた場合

（２）対応と処置

所属長は、原因の調査及び特定、原因による影響の緩和、必要な改善内容の

特定と実施、予防のための管理をし、改善記録を作成します。部局室長は、改

善が必要な状態を確認した後、直ちに対策等を指示するとともに、環境部長に

報告します。改善処置と予防について、環境監査で効果を確認します。

（３）環境目標が達成されなかった場合の対応と処置

環境目標が達成されなかった場合は、進行管理点検票で、達成できなかった

原因、必要な改善内容等について記録し、報告を行います。

また、年度途中で環境目標の未達成等が予想される場合には、所属長は、状

況及び対応等を所属内に周知し、改善に努めるものとします。

行う。

12 監査の報告

当該部門の全ての監査が終了した場合には、環境監査報告書を作成し、市長、環境

部長へ報告する。環境監査報告書には８（１）～（７）に対応する項目のほか、次の

項目を含める。

（１）報告書作成者の氏名

（２）システムの構築の適切性

（３）計画された取り決めとの合致

（４）システムの実施・維持の状況

（５）法規制等の順守

（６）前回の監査で指摘された事項の改善状況

（７）改善効果の確認

13 記録の保存

全ての環境監査の結果は、環境統括監査員が記録し、保存する。

14 環境監査の完了

環境監査は、監査計画に記載されたすべての活動が終了した時点で完了する。

１２ 改善・予防



市長は、毎年１回、システムが妥当かつ効果的に機能しているかを確認する

ために、次年度の予算要求及び予算編成に合わせ、システムの見直しを行いま

す。

（１）見直しの際に考慮する内容

・環境方針への適合状況

・目的及び目標の達成状況

・環境関連法規制等の順守状況

・環境監査の結果

・目標未達成項目の改善及び予防の状況に関する情報

・法規の変更、事務・事業活動等の変化

・市民等からのコミュニケーションによって得られた、環境に関する意見・

苦情などの情報

・教育・訓練の実施結果

・前回までの市長の見直し（指示事項）への対応に関する情報

・改善のための提案

（２）見直しに含む項目

・環境方針の見直しの必要性

・目的及び目標の見直しの必要性

・システムの見直しの必要性

・システムが適切に運用されているか

１３ 市長の見直し


